
負債の部
科     目

流 動 負 債【 】
短 期 借 入 金

未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
預 り 金
賞 与 引 当 金
流 動 負 債 合 計
固 定 負 債【 】
長 期 借 入 金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
固 定 負 債 合 計
負 債 合 計

金     額

100, 000, 000
31, 884, 000
5, 393, 870
9, 641, 379
180, 000
1, 585, 500
1, 973, 644
2, 063, 038
152, 721, 431

260, 135, 000
710, 400

42, 199, 900
303, 045, 300
455, 766, 731

純資産の部
科     目

株 主 資 本【 】
資 本 金
資 本 剰 余 金【 】
その他資本剰余金( )
その他資本剰余金
資本剰余金合計
利 益 剰 余 金【 】
利 益 準 備 金
その他利益剰余金( )
繰 越 利益剰余金
利益剰余金合計
自 己 株 式【 】
自 己 株 式
株 主 資 本 合 計
純 資 産 合 計
負債純資産合計

金     額

50, 000, 000

2, 281, 033, 974 )(
2, 281, 033, 974
2, 281, 033, 974

1, 054, 500
218, 881, 750 )(
218, 881, 750
219, 936, 250

△ 1 , 358 , 0 68 , 149】【
△ 1 , 358 , 0 68 , 149
1, 192, 902, 075
1, 192, 902, 075
1, 648, 668, 806

科     目
資産の部

流 動 資 産【 】
当 座 預 金
普 通 預 金
売 掛 金
貯 蔵 品
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
立 替 金
未収還付法人税等
流 動 資 産 合 計
固 定 資 産【 】
有 形 固 定 資 産( )
工具器具および備品

有形固定資産合計
無 形 固 定 資 産( )
ソ フ ト ウ ェ ア
無形固定資産合計
投資その他の資産( )
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
差 入 保 証 金
敷 金
投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

金     額

24, 333, 264
44, 102, 086
3, 034, 798
27, 350

6, 701, 818
24, 503, 335
35, 782, 900
1, 300, 344
9, 699, 500
149, 485, 395

2, 077, 600
△ 184 , 278
1, 893, 322

5, 817, 665
5, 817, 665

1, 342, 473, 984
147, 528, 440
966, 000
504, 000

1, 491, 472, 424
1, 499, 183, 411

1, 648, 668, 806

(単位： 円)

貸 借 対 照 表

アカルタスホールディングス株式会社

令和  2年  9月 30日 現在



個 別 注 記 表

アカルタスホールディングス株式会社

自 令和  1年 10月  1日  至 令和  2年  9月 30日

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法

② たな卸資産
・ 貯蔵品 総平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法を採用しております。

② 無形固定資産
・ 自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（ 5年） に基づく定額法によって

おります。

３．引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額
のうち、当事業年度に負担すべき額を計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る期末自己都
合要支給額に基づき計上しております。

④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく 期末要支
給額を計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる事項
① 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており

ます。控除対象外消費税等は、当事業年度の費用としており
ます。

Ⅱ 貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額              184千円

Ⅲ 株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の総数に関する事項
株式の種類                             普通株式
当事業年度期首の株式数    12, 500株
当事業年度増加株式数 －株
当事業年度減少株式数 －株
当事業年度末の株式数    12, 500株

２．自己株式の数に関する事項
株式の種類                             普通株式
当事業年度期首の株式数 2, 215株
当事業年度増加株式数     －株
当事業年度減少株式数  －株
当事業年度末の株式数 2, 215株

３．剰余金の配当に関する事項
① 配当支払額等
令和元年11月29日開催の第２回定時株主総会決議による配当に関する事項
・ 株式の種類                          普通株式
・ 配当金の総額                        3, 085千円


